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平成２９年（行ヒ）第４０４号 神奈川県議会議員政務活動費不正受給確認請求

事件 

平成３０年１１月１６日 第二小法廷判決 

 

            主     文 

       原判決を破棄し，第１審判決を取り消す。 

       被上告人の請求を棄却する。 

       訴訟の総費用は被上告人の負担とする。 

            理     由 

 上告代理人島崎友樹ほかの上告受理申立て理由について 

 １ 本件は，神奈川県（以下「県」という。）の住民である被上告人が，県議会

の会派であるＢ（以下「本件会派」という。）が平成２３年度（ただし，平成２３

年４月分を除く。以下同じ。）から同２５年度まで（以下「本件各年度」とい

う。）に交付を受けた政務調査費及び政務活動費（以下，併せて「政務活動費等」

という。）に関し，収支報告書に支出として記載されたものの一部は実際には支出

されていないから，本件会派はこれを不当利得として県に返還すべきであるにもか

かわらず，上告人はその返還請求を違法に怠っているとして，地方自治法（以下，

後記の改正の前後を通じて「法」という。）２４２条の２第１項３号に基づき，上

告人を相手として，上告人が本件会派に対する不当利得返還請求権の行使を怠るこ

とが違法であることの確認を求める住民訴訟である。 

 ２ 原審の適法に確定した事実関係等の概要は，次のとおりである。 

 (1) 平成２４年法律第７２号による改正前の法は，普通地方公共団体は，条例

の定めるところにより，その議会の議員の調査研究に資するため必要な経費の一部

として，その議会における会派又は議員に対し，政務調査費を交付することがで

き，その交付の対象，額及び交付の方法は条例で定めなければならないとし（法１

００条１４項），政務調査費の交付を受けた会派又は議員は，条例の定めるところ

により，当該政務調査費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとして
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いた（同条１５項）。平成２４年法律第７２号による法の改正により，政務調査費

の名称が「政務活動費」に改められ，その交付目的についても「議会の議員の調査

研究その他の活動に資するため」とされ（法１００条１４項），議長は政務活動費

の使途の透明性の確保に努めるものとされた（同条１６項）。 

 (2) 上記の法の定めを受けて，神奈川県議会政務活動費の交付等に関する条例

（平成１３年神奈川県条例第３３号。平成２５年神奈川県条例第４２号による改正

前の題名は「神奈川県議会政務調査費の交付等に関する条例」。以下，同改正前の

ものを「旧条例」，同改正後のものを「新条例」といい，併せて「新旧条例」とい

う。）は，政務活動費等について，大要，以下のとおり規定している。 

 ア 政務活動費等は，議会の会派及び議員に交付し，その額は議員１人当たり月

額５３万円とする。その交付の方法は，会派ごとに，会派に交付する方法，議員に

交付する方法，会派及び議員に交付する方法のいずれかによるものとし，会派に交

付する方法による場合の交付額は，議員１人当たりの月額に当該会派に所属する議

員の数を乗じて得た額とする（旧条例２条，３条，新条例２条，４条，５条）。 

 イ 政務調査費の交付の対象となる経費は，調査研究費，研修費，会議費その他

規程で定める経費とする（旧条例９条）。なお，神奈川県議会政務調査費の交付等

に関する条例施行規程（平成１３年神奈川県議会議長告示第１号。平成２５年神奈

川県議会議長告示第１号による改正前のもの）は，上記経費の一つとして資料作成

費を挙げ，その使途を「会派及び議員が議会審議に必要な資料を作成するために要

する経費」と定めていた。 

 また，政務活動費を充てることができる経費は，調査研究費，資料作成費その他

の１１項目の経費であり，このうち資料作成費の使途は「会派及び議員が行う活動

に必要な資料を作成するために要する経費」である（新条例３条，別表。以下，こ

れらの政務活動費等を充てることができる経費に関する新旧条例等の定めを「使途

基準」という。）。 

 ウ 知事は，政務活動費等の交付の方法等について記載した会派届の提出があっ
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た旨の通知を議長から受けたときは，速やかに，当該年度に係る政務活動費等の交

付の決定を行い，当該決定を受けた会派の代表者及び議員から当該決定に係る政務

活動費等の請求があったときは，原則として毎月１６日に当該月分の政務活動費等

を交付するものとする（旧条例６条，８条，新条例８条，１０条）。 

 エ 会派の代表者及び議員は，当該年度に係る政務活動費等の収入額，支出額，

残額その他規程で定める事項を記載した収支報告書及び当該収支報告書に記載され

た政務活動費等による支出に係る証拠書類等の写し（以下，併せて「収支報告書

等」という。）を翌年度の５月１５日までに議長に提出するものとする（旧条例１

２条１項，新条例１３条１項）。 

 オ 会派及び議員は，当該年度において交付を受けた政務活動費等の総額から，

当該年度において行った政務活動費等による支出（前記イの経費に係る支出をい

う。）の総額を控除して残余がある場合には，当該残額に相当する額を翌年度の５

月３１日までに返還しなければならない（旧条例１３条１項，新条例１４条１項。

以下，これらの規定を「本件返還規定」という。）。 

 (3) 県は，本件各年度において，本件会派に対し，会派に交付する方法によ

り，月額５３万円に本件会派に所属する議員の数を乗じた額の政務活動費等を毎月

交付した。その額は，平成２３年度が２億５３３４万円，同２４年度が２億６６０

６万円，同２５年度が２億６７１２万円であった。 

 (4) 本件会派は，本件各年度において，交付を受けた政務活動費等について，

毎月一定額を所属する議員に直接交付し，当該議員に対し，四半期ごとに支出伝

票，出納簿，支出を証する証拠書類等の提出を求めていた。 

 本件会派に所属していた議員である上告補助参加人は，第１審判決別紙記載のと

おり，１１回にわたり，資料作成費（県政レポートの印刷代）として合計５１８万

８０５０円の支出（以下「本件各支出」という。）をしたとして，支出伝票，領収

証，成果物等を本件会派に提出した。その内訳は，平成２３年度が１５８万７６０

０円，同２４年度が２２９万６３５０円，同２５年度が１３０万４１００円であっ
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た。しかしながら，本件各支出は実際には存在せず，上記領収証は虚偽の内容のも

のであった。 

 (5) 本件会派が，本件各年度について県議会議長に収支報告書を提出して報告

した政務活動費等の収入額（預金利子を含む。）及び支出額は次のとおりであり，

その支出額のうち資料作成費の額には本件各支出に係るものが含まれていた。 

 ア 平成２３年度政務調査費 

 収入合計額 ２億５３３４万０２３４円 

 支出合計額 ２億６５６８万５１６３円（うち資料作成費５６３万６３４４円） 

 イ 平成２４年度政務活動費等 

 収入合計額 ２億６６０６万０４０９円 

 支出合計額 ２億８４６０万３０６２円（うち資料作成費６０５万２３９０円） 

 ウ 平成２５年度政務活動費 

 収入合計額 ２億６７１２万０３１８円 

 支出合計額 ２億７５６５万５５５３円（うち資料作成費６３７万７５２８円） 

 ３ 原審は，上記事実関係等の下において，要旨次のとおり判断して，被上告人

の請求を認容すべきものとした。 

 収支報告書における所定の支出が実際には存在しない場合において，架空の領収

証を用いるなどして政務活動費等を取得することは，法及び新旧条例等の定めから

認められる政務活動費等の使途の透明性の確保という趣旨に著しく反し，特段の事

情のない限り，当該支出分に対応する政務活動費等を取得する法律上の原因はない

と解するのが相当である。本件においては，実体と合致しない虚偽の内容の領収証

をもって政務活動費等として金員を取得しようとしたものというべきであり，本件

各年度における収支報告書上の支出の総額から本件各支出の額を控除した額は政務

活動費等の交付額を上回っているものの，上記特段の事情は認められない。実体と

合致しない本件各支出について本件会派が政務活動費等を取得する法律上の原因は

なく，本件各支出分は不当利得として返還されるべきである。 
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 ４ しかしながら，原審の上記判断は是認することができない。その理由は，次

のとおりである。 

 (1) 新旧条例によれば，政務活動費等は月ごとに交付されるが，その交付の決

定は年度ごとにされ，収支報告書の提出も年度ごとに行うこととされているとこ

ろ，法及び新旧条例は，政務活動費等の使途を限定しているから，当該年度におい

て交付を受けた政務活動費等のうち，上記使途に適合した支出に充てなかった残余

がある場合には，当該残額はこれを保持する法律上の原因を欠くものとして，不当

利得として返還されるべきこととなる。本件返還規定は，このような場合に不当利

得返還義務が発生することを明確にしたものであると解される。 

 また，新旧条例は，具体的な使途を個別に特定した上で政務活動費等を交付すべ

きものとは定めておらず，知事が年度ごとに交付の決定を行い，当該決定に基づい

て月ごとに一定額を交付した上で，事後に収支報告書等を提出させて使途を明らか

にさせ，使途基準に適合した支出に充てなかった残額がある場合にはこれを返還さ

せることにより，交付した政務活動費等が使途基準に適合した支出に充てられるこ

とを確保しようとするものといえる。さらに，新旧条例は，収支報告書上の支出の

総額が当該年度の交付額を上回ることを禁ずるものとは解されず，その支出の総額

が交付額を上回る場合に，収支報告書上，支出の総額のうちどの部分について政務

活動費等を充てるのかを明らかにすることを求めているものとも解されない。そう

すると，以上のような条例の定めの下では，政務活動費等の収支報告書に実際には

存在しない支出が計上されていたとしても，当該年度において，使途基準に適合す

る収支報告書上の支出の総額が交付額を下回ることとならない限り，政務活動費等

の交付を受けた会派又は議員が，政務活動費等を法律上の原因なく利得したという

ことはできない。 

 したがって，新旧条例に基づいて交付された政務活動費等について，その収支報

告書上の支出の一部が実際には存在しないものであっても，当該年度において，収

支報告書上の支出の総額から実際には存在しないもの及び使途基準に適合しないも
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のの額を控除した額が政務活動費等の交付額を下回ることとならない場合には，当

該政務活動費等の交付を受けた会派又は議員は，県に対する不当利得返還義務を負

わないものと解するのが相当である。 

 (2) 前記事実関係等によれば，本件会派の本件各年度における各収支報告書上

の支出の総額から本件各支出を控除した額は，それぞれの年度における政務活動費

等の交付額を下回ることとはならず，本件会派が不当利得返還義務を負うものとは

いえない。 

 ５ 以上と異なる原審の判断には，判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違

反がある。論旨はこの趣旨をいうものとして理由があり，原判決は破棄を免れな

い。そして，以上に説示したところによれば，被上告人の請求は理由がないから，

第１審判決を取り消し，同請求を棄却すべきである。 

 よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。 

(裁判長裁判官 菅野博之 裁判官 鬼丸かおる 裁判官 山本庸幸 裁判官  

三浦 守) 


